




















































審釦請求人 一

(A) 各パートナーは、パートナーがパートナーシップに拠出する金銭とその

他価値ある資産、純負債及びパートナーシップ利益のパートナー割当分の

合計に等しい額が組み人れられた勘定並びにパートナーシップによって

パートナーに分配される金銭とその他価値ある資産、純負債及びパート

ナーシップ損失のパートナー割当分の合計に等しい額の負担がなされた勘

定を持つとされている (50-73.99A)。

(B)各パートナーは、パートナーシップの利益のパートナー割当分に応じて、

パートナーシップの利益について等しく権利を有し、損失についても責任

を負う (50-73.99B)。

(C) パートナーは、パートナーシヅプの代理としてのみ、パートナーシップ

の財産を使用し、又は保有する (50-73.99 G)。

I パートナーシップ財産の非共同所有者としてのパートナー (50-73.105) 

パートナーは、パートナーシップの財産の共同所有者ではなく、任意であ

るか強制であるかを問わず、いかなる移転可能なパートナーシップの財産に

おける持分も保有しない。

J バートナーシップにおけるパートナーの譲渡可能な持分 (50-73.106) 

パートナーシップにおけるパートナーが譲渡することができる唯一の持分

はパートナーシップの利益及び損失に関するパートナーヘの割当て及び分配

を受ける権利である。この持分は、人的財産権(persona1 property)である。

(J¥)本件LLPに係る我が国の租税法上の法人該当性について

A 判断基準①に関する検討

まず、州PS法の規定の文言や法制の仕組みから、本件LLPが、州PS

法において日本法上の法人に相当する法的地位を付与されていること又は付

与されていないことが疑義のない程度に明白であるか否か（上記（イ）の①）に

ついて検討する。

(A) 州PS法50-73.87は、上記 (n)のCのとおり、パートナーシップについて、

パートナーとは別個の主体 (anentity distinct from its partners)であ

ると規定している。しかしながら、同法を含む米国の法令において

「entity」が日本法上の法人に相当する法的地位を指すものであるか否か

は明確でなく、パートナーとは別個の主体とされていることをもって直ち
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ー

に日本法上の法人に相当するということはできないから、 「anentity 

distinct from its partner_s」であるとされる組織体が日本法上の法人に相

当する法的地位を有すると評価することができるか否かについても明確で

はないといわざるを得ない。また、 LLPは、日本法上の法人に相当する

法的地位を付与された組織体の取扱いを規定する一株式会社法

（一 StockCorporation Act)及び一非株式会社法

一 Nons tock Corporation Act)において、 「corporation」である
とはされておらず、これらの法令上、 「corporation」の定義規定において

も「anentity distinct from」等の文言は用いられていないことなども併

せ考慮すると、上記のとおり州PS法に基づいて設立されるLLPが「an

entity distinct from its partners」となるものと規定されていることを

もって、本件LLPに日本法上の法人に相当する法的地位が付与されてい

ることが疑義のない程度に明白であるとすることは困難である。

(B)他方で、州PS法の定義規定である50-73.79には、上記 (n)のAの (C)のと

おり、パートナーシップが「個人(individual)」や「コーポレーション

(corporation)」等と並んで「法的又は商業上の主体 (entity)」とされ

ていることを前提とした上で、上記のようにLLPが「パートナーとは別

個の主体」 (an entity distinct from its partners)とされている。これ

らの規定は法人の法的地位と抵触しない内容のものであることなどからす

れば、本件LLPに日本法上の法人に相当する法的地位が付与されていな

いことが疑義のない程度に明白であるとすることも困難である。

(C) したがって、州PS法の規定の文言や法制の仕組み等に照らしても、本

件LLPが日本法上の法人に相当する法的地位を付与されていること又は

付与されていないことが疑義のない程度に明白であるとはいい難い。

B 判断基準②に関する検討

次に、本件LLPが我が国の租税法上の法人該当性の実質的根拠となる権

利義務の帰属主体であると認められるか否か（上記（イ）の②）について検討す

る。

(A) 州PS法は、利益を目的に 2名以上の者が共同所有者として事業を行う

団体をパートナーシップといい、この事業には、全ての取引、職業及び専
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